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１．はじめに 

 2000年 代 か ら 、 EU 各 国 は 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 推 進 策 が 始 ま り 、 中 国 の 太 陽 光 発 電 設
備 の 生 産 企 業 は 、 輸 入 し た 原 材 料 を 国 内 で 加 工 し 、 輸 出 を 中 心 と し て 発 展 し て き た 。 リ ー
マ ン シ ョ ッ ク 後 、 海 外 の 需 要 が 減 少 し つ つ 、 2011年 中 国 太 陽 光 発 電 設 備 生 産 企 業 に 対 す
る 反 補 助 金 と 反 ダ ン ピ ン グ 調 査 も 始 ま っ た 。 一 方 、 中 国 は 、 2030年 二 酸 化 炭 素 排 出 量 が
ピ ー ク に 達 す る 目 標 を 達 成 す る た め 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 割 合 を エ ネ ル ギ ー の 五 年 計 画
に 規 定 し 、 一 連 の 推 進 政 策 を 打 ち 出 し た 。 こ れ ら の 政 策 は 、 中 国 の 太 陽 光 発 電 設 備 の 導 入
を 加 速 さ せ 、 内 需 を 拡 大 さ せ た 。 打 撃 を 受 け た 加 工 輸 出 型 太 陽 光 発 電 設 備 生 産 企 業 は 、 膨
大 な 内 需 市 場 を 支 え て い た 。  

中 国 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 推 進 策 は 、 事 業 者 に 対 す る プ ロ ジ ェ ク ト 毎 に 補 助 金 支 給 か
ら 、 固 定 価 格 買 取 制 度 に 移 行 す る 経 緯 を た ど っ た 。 2009年 、「 金 太 陽 示 範 工 程 」 と い う 補
助 金 事 前 支 給 制 度 が 始 ま り 、 こ れ は 太 陽 光 発 電 施 設 の 建 設 費 用 の 一 部 が 中 央 財 政 か ら 専 項
予 算 と し て 支 給 す る 制 度 で あ る 。 し か し 、 事 業 者 の 不 正 申 告 、 建 設 延 期 な ど 問 題 が 相 次 い
て 発 覚 さ れ 、 2013年 年 末 、 財 政 部 は こ れ ら の 問 題 の あ る 事 業 者 に 対 し て 補 助 金 返 還 を 求
め 、 補 助 金 事 前 支 給 制 度 を 終 わ ら せ た 。 つ ま り 、 2011年 太 陽 光 発 電 が 対 象 と な っ た 固 定
価 格 買 取 制 度 は 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 推 進 策 と し て 一 本 化 に な っ て い る 。 固 定 価 格
買 取 制 度 は 運 営 状 況 に よ っ て 毎 年 調 整 さ れ て お り 、 導 入 し て か ら 2018年 ま で 買 取 価 格
（ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 補 助 ） を 5回 引 き 下 げ 、 賦 課 金 （ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 電 価 付 加
収 入 ） を 4回 引 き 上 げ た 。 現 在 、 中 国 の 固 定 価 格 買 取 制 度 が 自 立 し て い る か 、 そ れ か ら 、
中 央 財 政 が ど の よ う な 役 割 を 果 た し て い る か は 筆 者 の 関 心 の 所 在 で あ る 。 そ こ で 、 本 研 究
は 、 中 国 に お け る 太 陽 光 発 電 の 推 進 策 に 注 目 し 、 プ ロ ジ ェ ク ト 毎 の 事 前 補 助 金 支 給 制 度 か
ら 、 固 定 価 格 買 取 制 度 へ 転 換 の プ ロ セ ス と 要 因 を 明 ら か に し 、 固 定 価 格 買 取 制 度 に お け る
中 央 財 政 の 役 割 と 課 題 を 考 察 し て い く 。 

２．分析方法 

本 研 究 で は 、 中 央 財 政 に お け る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 関 連 項 目 の 構 造 を 整 理 し 、 政 策 形 成
と 変 遷 の 要 因 を 分 析 し て い く 。 ま た 、「 全 国 電 力 工 業 統 計 」 を 用 い て 、 買 取 制 度 に 基 づ い
た 賦 課 金 を 試 算 し 、 そ れ か ら 、 中 央 財 政 に お け る 実 際 徴 収 さ れ た 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 基 金
収 入 と の ギ ャ ッ プ 、 そ れ か ら 中 央 財 政 関 連 収 支 の 比 較 を 通 し て 、 現 行 の 買 取 制 度 の 課 題 を
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挙 げ る 。 

３．分析結果 

図 1に 示 し た よ う に 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ
ー 推 進 す る た め に 、 第 二 次 産 業 、 第 三 次 産
業 お よ び 一 般 住 民 の 電 力 消 費 に 対 し て 賦 課
金 を 徴 収 し て い る が 、「 全 国 電 力 工 業 統
計 」 に お け る 電 力 消 費 量 を 基 づ い て 計 算 す
る と 、 実 際 徴 収 さ れ た 賦 課 金 と 試 算 の 徴 収
す べ き 額 の 比 例 は や や 増 加 し た が 、 6割 台
に 止 ま っ て い る 。  

一 方 、 固 定 価 格 買 取 制 度 は 、 主 に 中 央 財
政 に お け る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 推 進 基 金 に
よ っ て 運 営 さ れ て い る 。 再 生 可 能 エ ネ ル ギ
ー 発 電 量 を 基 づ い て 計 算 し た 発 電 補 助 の 需 要 、 そ れ か ら 実 際 の 支 払 額 の 比 率 は 2014年 か
ら 急 減 し 、 2018年 の 52％ ま で に 減 少 し た 。  

 

 

 

 

 

 

ま た 、 2017年 か ら 中 央 財 政 予 算 に お い て 発 電 方 式 別 の 発 電 補 助 支 出 額 が 公 表 し は じ め
た 。 風 力 発 電 の 支 給 率 が 60％ 台 に 止 ま り 、 太 陽 光 発 電 は 30％ 台 に 止 ま っ て い る 。  

４．結論 

本 研 究 は 、 2012年 ～ 2018年 中 国 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 固 定 価 格 買 取 制 度 に お け る 賦 課
金 と 発 電 補 助 を 試 算 し 、 比 較 を 行 っ た 。 賦 課 金 の 徴 収 率 と 発 電 補 助 の 支 給 率 と も 低 下 し て
い る こ と を 明 ら か に し た 。 国 の 推 進 策 に よ っ て 、 2014年 以 来 、 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 は
60％ 以 上 の 年 増 加 率 で 成 長 し 、 2018年 に は 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 展 五 年 計 画 の 設 備 容 量
の 目 標 値 を 予 定 の 2020年 よ り 早 め に 達 成 し た 。 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 量 の 増 加 に よ っ
て 発 電 補 助 の 需 要 が 高 ま る 一 方 、 賦 課 金 徴 収 の 低 下 に よ っ て 、 発 電 補 助 の 供 給 を 引 き 上 げ
ら れ な い 。 需 給 の ギ ャ ッ プ は 、 中 央 財 政 に よ っ て 埋 め ら れ る が 、 発 電 補 助 支 給 の 延 滞 は 避
け ら れ な く 、 太 陽 光 発 電 事 業 者 の 経 営 に 負 担 を 与 え て い る と 思 わ れ る 。 し た が っ て 、 現 段
階 に お い て 固 定 価 格 買 取 制 度 は ま だ 完 全 に 自 立 し て い な い と い え る だ ろ う 。  

図１ 賦課金徴収率と発電補助支払率 

 

表 1 中央財政による再生エネルギー発電補助支出額（億元） 
 2016 年 実 施 額  2017 年 実 施 額  2018 年 予 算 額  

発 電 補 助 支 出 総 額  505.80 648.73 754.88 

う ち 風 力 発 電  310.95 382.68 358.42 

う ち 太 陽 光 発 電  117.20 168.78 331.29 
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